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第１ 資産の管理 
 

１ 固定資産と管理 

 

水道事業は、電力・ガス事業等と同様、膨大な施設・

設備を必要とする「装置産業」であり、当局は、お客

さまに安全でおいしい水を安定的に供給するため、各

種の固定資産を保有し、維持管理している。 
  固定資産には、有形固定資産、無形固定資産及び投
資資産の３種類がある。 
有形固定資産としては、土地、建物（営業所等）、構

築物（ダム、浄水施設等）、機械及び装置（ポンプ等）、

車両運搬具、器具備品等がある。  
また、多摩川上流域の水源かん養を目的として、都

の西部地域から山梨県にまたがる広大な土地に水源か

ん養林を保有し、維持管理している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
無形固定資産としては、電気通信施設や共同溝等の

施設利用権、利根川水系のダム使用権、借地権等があ

る。 
さらに、投資資産として、出資金や預託金等がある。 
これら固定資産全体の局保有高は、令和６年３月末

時点で、約２兆 6,024億円（表６－１参照）である。 

今後も、固定資産は、水道水に対するお客さまニー

ズの高度化・多様化への対応、施設の耐震性強化、老

朽施設の更新等に伴い、保有高の増減が予想される。 

これらの固定資産がそれぞれの機能を最大限発揮で

きるようにし、お客さまに 24時間絶え間なく水道水を

供給し続けるため、当局は、地方自治法、地方公営企

業法等に基づき、東京都水道局固定資産規程を定め、

台帳整備、保全維持管理、管理状況調査等を通じ、適

正な固定資産管理を行っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６－１ 当局保有固定資産の内訳 (令和６年３月末現在）（単位 千円） 

区       分 水道会計 工水会計 計 

有形固定資産 2,498,967,833 0 2,498,967,833 

  

土地及び立木 283,299,494 0 283,299,494 

建物 143,975,493 0 143,975,493 

構築物 1,641,680,622 0 1,641,680,622 

機械及び装置 189,022,305 0 189,022,305 

その他 1,908,597 0 1,908,597 

リース資産 7,457,048 0 7,457,048 

建設仮勘定 231,624,274 0 231,624,274 

無形固定資産 102,100,878 0 102,100,878 

  

施設利用権 7,162,760 0 7,162,760 

ダム使用権 91,135,455 0 91,135,455 

借地権 44,460 0 44,460 

リース資産 16,016 0 16,016 

その他無形固定資産 3,742,187 0 3,742,187 

投資資産 1,308,039 0 1,308,039 

  
出資金 1,050,655 0 1,050,655 

その他投資 257,384 0 257,384 

計 2,602,376,750 0 2,602,376,750 

（注１）本表は、企業用固定資産及び普通固定資産の合計である。 

（注２）金額は、投資資産においては取得原価、有形固定資産（土地及び立木並びに建設仮勘定を除く。）及び無形固定資

産においては減価償却後のものである（千の位未満四捨五入）。 
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２ 用地の管理と活用 

 

当局所有の用地は、その約92％が水源地域（水源か

ん養林）であり、残りの約8％は、貯水池、浄水場、管

路等の施設用地、営業所等の事務所用地及び材料置場

等のその他用地に区分される（表６－２参照）。 

 

表６－２ 当局用地用途別内訳 

                      （令和６年３月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（１）用地の管理 

 

 当局は、用地を適正に管理するため、各部（所）に

土地管理責任者を置き、用地の保全及び不適正使用の

是正を図るとともに、土地管理資料を整備している。 

また、水道事業の目的を妨げない範囲で土地の使用

許可や貸付、売却等を行っている。 

 

（２）用地の有効活用 

 

  水道管路用地の多くは、主要幹線道路や緑道（公園）

等の公共施設として開放され、都民生活向上のために

貢献している。 

一方、保有資産を有効に活用して収益の確保を図る

ことは、水道事業の経営基盤強化を図る上で重要な施

策である。 

局は、水源かん養林を除いても約 2,000万 m2に上る

膨大な事業用地を所有しているが、このうち一部の用

地については、市街地再開発事業への参画、共同ビル

の建設、公共住宅と局施設との合築、駐車場用地とし

ての貸付け、事業用借地権の設定等、種々の有効活用

を実施している。 

また、都政を取り巻く喫緊の課題にも対応し、保育

所整備のための貸付けを実施している。 

なお、再開発事業及び共同事業においては、令和５

年度末現在、15のビルで、約 110,300m2の事務所床等を

保有し、このうち約 99,300m2を民間企業等に賃貸して

おり、資産の有効活用の大きな柱となっている（表６

－３参照）。 

 

表６－３ 土地関係収入内訳（税抜） 

（１）水道事業会計 （単位 百万円） 

  ３年度 ４年度 ５年度 

土地使用料 2,586 2,608 2,701 

建物使用料 5,333 4,764 4,511 

土地売却額 508 12 10 

計 8,427 7,384 7,222 

    

（２）工業用水道事業清算会計 （単位 百万円） 

  ３年度※ ４年度※ ５年度 

土地使用料 203 200 200 

建物使用料 0 0 0 

土地売却額 0 248 0 

計 203 448 200 

（注）端数処理により誤差が生じる場合がある。 

 ※３年度及び４年度は、工業用水道事業会計である。 

 

（３）所在市町村交付金 

  

国又は地方公共団体が所有する固定資産については、

地方税法上、所在地の市町村が固定資産税を課すこと

はできない。ただし、一般の私有財産と同様の資産に

ついて負担の均衡を図る必要があること及び市町村内

で相当な規模の面積を占める資産について該当市町村

の税財政に著しい影響を及ぼしており自主財源に配慮

すべきことから、国又は地方公共団体から該当市町村

に交付金を交付することとされている（国有資産等所

在市町村交付金法）。当局も同法に基づき、次に挙げる

固定資産について該当市町村に交付金を交付している。 

ア 公舎の土地及び建物、貸付資産（交付金法第２

条第１項第１号） 

用途 面積（千㎡） 比率（％） 

局用地 269,511 100.00 

  

水源かん養林 249,365 92.52 

施設用地 19,790 7.34 

事務所用地 91 0.03 

その他用地 265 0.10 

（注）端数処理により誤差が生じる場合がある。 

 

（注）端数処理により誤差が生じる場合がある。 
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イ 取水・貯水・浄水施設の土地、ダムの用に供す

る固定資産（交付金法第２条第１項第５号） 

なお、令和５年度の交付総額は、約 15億 3,599万 1

千円である。 

 

（４）玉川上水の整備保全 

 

  玉川上水は、承応２（1653）年に羽村から四谷大木

戸までの上水路が開削され、翌年には江戸市中に通水

を開始した。平成15年には開削350周年を迎え、国の史

跡にも指定された。現在でも、水道原水導水路や浄水

場等の排水路として機能している重要な水道施設であ

るとともに、東京における水と緑の空間として多くの

人々に親しまれている。 

この玉川上水を適切に保存管理し後世に継承してい

くため、平成19年に都庁関係局及び地元自治体と連携

して「史跡玉川上水保存管理計画書」を策定し、保存

管理の方針・方法や整備活用の方向性について明らか

にした。さらに、平成21年には「史跡玉川上水整備活

用計画」を策定し、今後関係機関が連携して取り組む

べき施策を取りまとめた。 

両計画に示された取組は、関係各局や地元自治体が

連携して実施するものであり、当局としても水路法
のり

面

の保全、高木伐採及び剪
せん

定、各種媒体を活用したＰＲ

活動などの取組を実施している。 

 

３ 貯蔵品の管理 

 

貯蔵品とは、当局で貯蔵している未使用の水道工事

用材料（以下「材料」という。）をいい、棚卸し経理

を行うべき資産である。 

材料調達の方式としては、「支給材料方式」と「工

事請負者持ち方式」がある。 

「支給材料方式」とは、材料を貯蔵品として当局が

購入・管理し、工事請負者にも支給する方式で、規格

の統一、品質の確保、円滑な材料調達、一括購入によ

る価格の低廉化及び突発事故や震災等の際の即時調達

というメリットがある。この方式は、戦前から採用さ

れ、当局の事業執行において大きな役割を果してきた。 

しかし、製造技術の向上や規格の整備等により、市

場で良質な材料が容易に調達できるようになったこと

や貯蔵品を備蓄するための経費や用地を要することな

ど、材料を取り巻く環境が変化したことに伴い、平成

13年４月から、突発事故等の緊急工事を除いて、工事

を行う請負者が材料を自ら調達する「工事請負者持ち

方式」へ移行した。このことにより、コストの縮減と

用地の有効活用を図ることが可能となった。 

他方、近年の他都市における地震被害の実情を踏ま

え、震災への対応力を更に強化する必要性が生じたた

め、震災復旧及び緊急事故対応のための資材備蓄体制

を見直し、平成19年10月に基本方針を策定した。 

この方針に基づき、平成19年度から平成21年度まで

の３か年で、被害想定に基づく復旧用材料の備蓄量を、

応急復旧活動の３日分から10日分に拡充し、保管場所

の再編整備を図った。貯蔵品の保有状況は、表６－４

及び図６－１のとおりであり、現在は、新砂緊急資材

置場、鹿浜緊急資材置場、港南保管場（暫定）、狛江

緊急資材置場、上井草緊急資材置場、武蔵村山緊急資

材置場、八王子緊急資材置場、国分寺緊急資材置場、

大原緊急資材置場、芝給水所内緊急資材置場及び晴海

給水所内緊急資材置場の11か所で保管している。 

 なお、震災時には、迅速・確実に材料を確保する必

要があることから、備蓄する 10日分以降の調達につい

ては、協定に基づき、局が直接民間事業者から調達し

て、復旧活動に従事する請負者に支給する「支給材料

方式」で行うこととしている。 

 

表６－４ 年度別貯蔵品受払額（過去５か年度） 

  （単位 千円） 

年度 

受入額 

 

(Ａ) 

  

払出額 

 

(Ｂ) 

期末残高 

 

(Ａ)－(Ｂ) 

うち、前年

度繰越分

を除いた

額 

元年度 1,941,325 32,742 90,127 1,851,198 

2年度 1,882,475 31,277 108,513 1,773,962 

3年度 1,775,014 1,052 27,731 1,747,283 

4年度 1,786,799 39,516 11,859 1,774,940 

5年度 1,830,917 55,977 23,359 1,807,558 

(注）金額は消費税抜きである。   
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図６－１ 貯蔵品品種別保有割合（令和５年度末） 

 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当局が管理する知的財産権には、特許権、実用新案

権、意匠権、商標権及び著作権がある（表６－５参照。

出願中のものも含む。）。特許、実用新案及び意匠のう

ち、職員が職務に関連して行った発明は、特許法上、

職務発明として取り扱うものとされている。 

 当局では、昭和 60年に「東京都水道局職員の職務発

明等に関する規程」を制定し、職務発明の取扱いを明

確にするとともに、職員の発明意欲を促進し、水道技

術の向上に貢献することとしている。 

 職員が職務に関連して発明をした場合は、当局は、

その届出を受けた後、職務発明審査会に付議し、当該

発明が職務発明に該当するかを認定し、当該発明に係

る特許を受ける権利等を当局が職員から承継するかを

決定する。承継した権利等については、その保全のた

め、特許出願、審査請求等の必要な管理を行っている。 

 当局における職務発明は、主として業務を遂行して

いく上での問題解決の中から発案された技術的なもの

が中心となっている（代表例 管接続構造、ポリエチ

レンスリーブ工法及びポリエチレンスリーブ）。 

近年の取組としては、平成 18年度に策定した「東京

都水道局知的財産基本方針」に基づき、規程の具体的

解釈や事務取扱について「東京都水道局知的財産取扱

指針」を策定、出願・登録案件のデータベース化及び

共有化、管理運営体制の整備など、知的財産管理の適

正化を図っている。 

 

表６－５ 出願・登録件数等の現状 

（令和６年３月末現在） （単位 件）  

出願項目 

状況 
特 許 実用新案 意 匠 商 標 計 

権 利 登 録 中 21 0 9 13 43 

出 願 中 3 0 0 0 3 

小 計 24 0 9 13 46 

拒 絶 査 定 を 

受けたもの等 

 

 

受けたもの等 

66 15 0 0 81 

権利期間終了 
及び 

権利放棄したもの 

76 18 11 0 105 

計 166 33 20 13 232 

 

５ 営繕業務 

 

当局所有の建物は、区部の支所、営業所、職員住宅

を始め、多摩地区の庁舎、浄水場本館、給水所事務所

等がある。そのうち、経理部営繕課では、主に区部や

多摩地区の支所、営業所等の改修等を行っており、併

せて緊急的な修繕や職員住宅の空き家補修を実施して

いる。 
建物の維持保全に関しては、建設年次及び劣化度等

を勘案して、関係部署と調整の上、建替えや大規模改

修工事を進めている。具体的には、お客さまへの利便

性の向上を図るため、バリアフリー化を進めるととも

に、省エネルギー化やＣＯ2削減対策として、照明器具

のＬＥＤ化や空調機等の高効率機器への更新等に取り

組んでいる。 
また、大規模震災時には、各庁舎等における事業の

継続性を確保するため、建物の応急危険度判定調査を

実施し、建物の安全性を確保していく。 
なお、老朽化したブロック塀については、通行者等

の安全確保の観点から撤去し、国産材を使用した木塀

等に改修することで、景観や環境へも配慮した。 
 

 

 

４ 知的財産権の管理 
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表６－６ 庁舎等の主な整備 

（１）令和５年度完成した主な工事 

野方住宅解体工事 

東部第二支所直流電源装置更新工事 

村山山口貯水池管理事務所外５か所給排水衛生設備改

修工事 

 

（２）令和６年度着手予定の主な工事 

研修・開発センター改修工事 

江戸川営業所外２か所改修工事 

日野サービスステーション外１か所改修工事 

研修・開発センター研修フィールド太陽光発電設備等設

置工事 

蒲田事務所空気調和設備改修工事 
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